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企画競争実施の掲示 

 

次のとおり企画提案書の提出を招請します。 

令和６年１月18日 

独立行政法人都市再生機構 

総務部長 長濱 寿夫 

 

１ 業務概要 

 (1) 業 務 名     経営管理システム移行計画検討業務 

(2) 業務内容 企画提案競技説明書別添「業務説明書」のとおり 

(3) 履行期限 契約締結日の翌日から令和６年９月30日まで 

 

２ 参加資格 

 (1)  次の者は、競争に参加する資格を有しない。 

  イ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成 16 年独立行政法人

都市再生機構達第 95 号）第 331 条及び第 332 条の規定に該当する者 

  ロ 当機構から本件業務の実施場所を含む区域を措置対象区域とする

指名停止を受けている期間中である者 

  ハ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに

準ずる者 

  ニ 当機構が発注した以下の業務の受注者及びその者の「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）

第８条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに

委託先事業者 

   業務名：令和４年度情報化統括責任者（CIO）補佐官等業務 

   受注者：PwC コンサルティング合同会社 

 (2)  次の要件をすべて満たしている者であること 

  イ 令和５・６年度独立行政法人都市再生機構東日本地区物品購入等の

契約に係る競争参加資格審査において、企画提案書の提出期限までに

業種区分「役務提供」の資格を有すると認定された者であること。 

ロ 本業務の履行に関し、次の要件を全て満たす総括責任者※1を選任

すること。 

①   情報処理業務※2の経験年数を参加表明書提出期限までに10年

（120か月）以上有すること。 

②   参加表明書提出期限までに履行完了した移行検討業務※3又は

移行業務※4における管理経験※5を５年（60か月）以上有するこ

と。 

ハ 本業務の履行に関し、次の要件を全て満たす実施責任者※6を選任

すること。 

①   情報処理業務の経験年数を参加表明書提出期限までに５年（60

か月）以上有すること。 

②   参加表明書提出期限までに履行完了したクラウド移行検討業務

※7又はクラウド移行業務※8の管理経験を有すること。 
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ニ 参加表明書提出期限までの過去５年間において、クラウド移行検討

業務※7又はクラウド移行業務※8の履行完了実績を有すること。 

ホ 本業務の実施予定組織がISO/IEC27001:2013、ISO/IEC27001:2022

若しくはJIS Q 27001:2014に基づく情報セキュリティマネジメントシ

ステム（ISMS）適合性評価制度の認証を受けていること、又はプライ

バシーマーク制度の認証によりプライバシーマーク使用許諾を受け

ていること。 

ヘ 日本国内において機構職員が行う立会検査に応じられる者である

こと。 

 

３ 企画提案書の提出者を選定するための基準 

企画提案競技説明書記３のとおり 

 

４ 企画提案書を特定するための評価基準 

企画提案競技説明書記５のとおり 

 

５ 手続等 

 (1) 担当本部等 

〒231－8315 神奈川県横浜市中区本町六丁目50番地１ 

横浜アイランドタワー（５階受付） 

独立行政法人都市再生機構 総務部 情報システム推進課 

電話045－650－0362 

 (2) 企画提案競技説明書等の交付期間及び方法 

  イ 交付期間：令和６年１月18日（木）から令和６年２月１日（木）

までの土曜日、日曜日、祝祭日を除く毎日、午前10時から午後５時

まで。（ただし、正午から午後１時の間は除く。） 

  ロ 交付場所：上記(1)に同じ 

 (3) 参加表明書の提出期限、提出場所及び方法 

  イ 提出期限：令和６年２月１日（木）17時OO分 

  ロ 提出場所：(1)に同じ 

  ハ 提出方法：あらかじめ提出日時を連絡の上、内容を説明できる者

が提出場所へ持参すること。 

 (4) 企画提案書の提出期限、提出場所及び方法 

  イ 提出期限：令和６年３月８日（金）17時OO分 

  ロ 提出場所：(1)に同じ 

  ハ 提出方法：(3)ハに同じ 

 (5) 企画提案書特定までの流れ 

  イ 当機構において参加表明書の提出者の競争参加資格について審査

を行い、資格を満たす者から評価の高い順に原則５者を企画提案書

の提出者として選定する。 

  ロ 企画提案書の提出者に選定された者のみ、企画提案書を提出する

ことができる。 

   ※プレゼンテーション実施予定 
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  ハ 当機構において、提出された企画提案書について評価を行い、最

も優れた企画提案書１件を特定する。 

 (6) 企画提案競技（プレゼンテーション）実施 

  イ 日時：令和６年３月15日（金）予定 

  ロ 場所：(1)に同じ 

 

６ その他 

(1) 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 要 

(3) 関連情報を入手するための照会窓口 ５(1)に同じ。 

 (4) ２（2）イに掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も参加表明

書を提出することができるが、その者が企画提案書の提出者として選

定された場合であっても、企画提案書を提出するためには、企画提案

書の提出の時において、当該資格の認定を受けていなければならない。 

 (5) 詳細は企画提案競技説明書による。 

 (6) 本掲示文にて使用する用語の定義は次のとおり。 

※１ 総括責任者 

業務に係る計画の作成、要員など業務遂行に必要な資源の調達、業務

体制の確立並びに予算、納期及び品質の管理を行い、業務が完全に履行

されるよう指揮監督を行うものを言う。 

※２ 情報処理業務 

   情報システムに係る以下のいずれかの業務経験を有していることを

言う。 

①  企画 

②  開発 

③  運用保守 

④  ①から③のいずれかに係る調査検討又はプロジェクト管理 

※３ 移行検討業務 

   職員等数が3,000名以上又は年間の売上高が4,000億円以上の公的機

関又は金融、社会インフラ、サービス業を営む民間企業におけるシステ

ム移行検討業務。 

  ※４ 移行業務 

   職員等数が3,000名以上又は年間の売上高が4,000億円以上の公的機

関又は金融、社会インフラ、サービス業を営む民間企業におけるシステ

ム移行業務（設計開発業務及びプロジェクト管理を含む）。 

※５ 管理経験 

   当該業務におけるプロジェクトマネージャー又はプロジェクトリー

ダーの経験を言う。 

※６ 実施責任者 

   業務の進捗管理、機構との連絡調整等を行うものを言う。 

※７ クラウド移行検討業務 
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   職員等数が3,000名以上又は年間の売上高が4,000億円以上の公的機

関又は金融、社会インフラ、サービス業を営む民間企業におけるシステ

ムのクラウド移行検討業務。 

※８ クラウド移行業務 

   職員等数が3,000名以上又は年間の売上高が4,000億円以上の公的機

関又は金融、社会インフラ、サービス業を営む民間企業におけるシステ

ムのクラウド移行業務（設計開発業務及びプロジェクト管理を含む）。 

 

以 上  


